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ご あ い さ つ 
 

日本のみならず世界が新型コロナウイルス問題に翻弄された令和 2 年度でし

た。また、この３月１１日は東日本大震災から１０年の節目の年で、津波の恐

ろしさ、備えの大切さが再認識されました。 

皆さまにはご健勝にてご活躍のことと拝察いたします。そして、私たちの防

災・減災活動に、ご支援、ご協力を頂いておりますことに感謝申し上げます。

令和２年度の活動は、コロナ対策として３蜜を避けるため多人数の会合を控え

ることとなり、例年より縮小せざるを得ませんでしたが、行えた防災活動並び

に顧問の先生方の寄稿文を報告書に掲載させていただきました。 

 

 私たち「ひょうご地域防災サポート隊」は、兵庫県を退職した技術職員が集

い、平成１８年１月に NPO 法人の認証を受けました。 

私たちが県職員時代に遭遇した「阪神・淡路大震災」が活動の原点になって

います。各自の持場で、「安全で快適なまちづくり、地域づくり」に取り組んで

いましたが、技術の限界、想定をはるかに超える自然の力を思い知らされまし

た。また、「公助」の限界も目の当たりにする一方、「自助」「共助」が命を守り、

復興に大きな役割を果たすことを学びました。 

このような経験を原点として「守れ、いのちを！」を合言葉に、各地域に出

向き、兵庫県が作成した CG ハザードマップを活用するなど、それぞれの地域が

内包する災害リスクを確認し、地域の方々と共に防災力向上や減災対策につい

て考えてきました。 

 本年度は２名を新会員として迎えることができ、２４名の会員による５月の

総会で、理事、監事の役員改選を行いました。 

  

今年度も、地球温暖化を実感させられる酷暑に加え、激しい雨による洪水や

土砂災害が発生しましたが、日本本土への台風上陸はありませんでした。 

令和３年２月１３日午後１１時７分には、福島県沖を震源とする M７.３、最

大震度６強の地震が発生しました。３月１１日に１０年の節目を迎える東日本

大震災の余震といわれています。死者１名、負傷者１８６名、住家被害４,６３

６棟、断水、停電、東北新幹線不通等の被害が出ました。（令和３年２月２５日

１９:００現在 消防庁災害対策本部） 

更に、３月２０日１８時９分には、宮城県沖を震源とする M６.９、最大震度

５強の地震も発生し、津波注意報が発令されその後、解除されました。この際、

住民の皆さんが高台に避難されたことが報道されていました。 

７月３日から８日にかけて、梅雨前線が九州付近を通って東日本にのびて停

滞し、西日本や東日本で大雨となり、特に九州で４日から７日は記録的な大雨

となりました。球磨川が氾濫した熊本県では死者・行方不明者が６７名にも及



んでいます。（令和２年１２月３日１４時現在、内閣府発表：令和２年７月豪雨）

球磨川流域の球磨村の特別養護老人ホーム「千寿園」では１４人の犠牲者が出

ました。 

内閣府は、新型コロナウイルスの避難所での感染を防ぐために、避難につい

てのキャンペーンを行い、避難所運営のあり方や「安全な場所にいる人まで避

難場所に行く必要はない」など「避難行動判定フロー」を示しました。 

９月５日から７日にかけて南西諸島や九州に接近した台風１０号は、事前に

特別警報級（中心気圧９３０hPa 以下、最大風速５０m/s 以上）に発達すると予

報され、気象庁やメディアから事前に最大限の警戒が呼びかけられました。そ

の結果、内閣府のキャンペーンの趣旨にそって、ホテルへの避難など分散避難

や早めの避難が実行されました。結果的には特別警報級には至りませんでした

が、事前の強い警戒報道等とそれに応じた人々の避難行動は特筆に値すると思

います。 

 

平成２７年５月に改正された水防法を受けて、兵庫県では想定最大規模の降

雨、高潮による浸水想定区域図の作成、公表を完了しました。 

また、国では避難情報や広域避難、高齢者避難のあり方等の検討を踏まえ、

災害対策基本法を改正すると言われております。 

新型コロナウイルスの感染問題が１日も早く克服されることを期待しつつ、

私達の活動においても、最新の行政の動き等を反映できるよう研鑽を積んでい

きたいと考えております。 

 

令和２年度の活動状況は、以下の通りです。 

兵庫県東播磨県民局、加古川市の協力も受けて、加古川流域の町内会等で、

想定最大規模の降雨に対応した加古川の洪水も踏まえた防災研修会を４回実施

しました。 

また、神戸市長田区の自治会等で防災研修会を３回実施しました。加東土木

事務所及び丹波土木事務所管内での水防工法技術研修会で講師を務めました。 

  

 激化する降雨災害や発生が懸念される南海トラフ地震等を念頭に、最新の防

災・減災対策の動向、コロナ対策に関心を払いながら、研鑽を積み、地域の防

災力向上に引き続き貢献して行きたいと考えています。 

 今後とも、当法人の活動につきまして、各位のご指導、ご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

令和３年３月吉日 

ひょうご地域防災サポート隊 

理事長 井上俊 
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私たちは、防災知識の普及啓発活動として、自治体等の依頼を受け、地域住民や自治体職

員等を対象に７地区で、出前講座を実施しました。 

実施地区一覧表 

NO 開催日 活動内容 開催場所 担当者 

１ R2.07.19 
加古川市東溝之口町内会 

防災研修会 
東溝之口公民館 

阿山 耕三 

元井 賢一 

2 R2.10.10 
加古川市河原第４町内会 

防災研修会 

ふれあい会館（河

原第４町内会） 

阿山 耕三 

元井 賢一 

3 R2.11.15 
加古川市野口町坂元町内会 

防災部員研修会 

坂元・野口区画整

理記念会館 

糟谷 昌俊 

 田  誠 

4 R2.12.19 神戸市自治会連絡協議会研修 ふたば学舎 
寺田 良幸 

坂出 裕昭 

5 R3.01.14 
神戸市長田区二葉地区 

「防災研修」 

二葉地区コミュニ

ティセンター 

寺田 良幸 

林  健児 

６ R3.02.23 
加古川市町内会長連合会 

 町内会長研修講演会 

加古川市民会館 

中ホール 

阿山 耕三 

 田  誠 

元井 賢一 

７ R3.03.17 防災研修 
(公財)兵庫県国際

交流協会会議室 

寺田 良幸 

坂出 裕昭 

 
 
  

Ⅰ．防災啓発活動（出前講座） 
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１・加古川市東溝之口町内会防災研修会 

 

 
 

１．依 頼 者 ： 加古川市総務部危機管理課 

 

２．開 催 日 ： 令和２年７月１９日（日） 

３．開 催 場 所 ： 東溝之口公民館 

４．講演等の相手：  

東溝之口町内会 運営委員２０名 

５．講 演 者 ： 阿山耕三 （補助）元井賢一 

６．講 演 内 容 ：  
一級河川「加古川」は安全か？ ～頻発する豪雨災害に学ぶ～ 

１ 最近の豪雨災害の特徴 

２ 地球環境・地球温暖化 

３ 一級河川加古川は安全か？ 

４ あなたは そのとき どうしますか？ 

※公民館の外部に出て参加者による洪水時浸水深の確認 

※県民局によるフェニックス共済制度 PR 
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２・加古川市河原第４町内会防災研修会 

 

 
 

１．依 頼 者 ： 加古川市総務部危機管理課 

 

２．開 催 日 ： 令和２年１０月１０日（土） 

３．開 催 場 所 ： ふれあい会館（河原第４町内会） 

４．講演等の相手：  

河原第４町内会 役員及び町内会住民 １８名 

５．講 演 者 ： 阿山耕三 （補助）元井賢一 

６．講 演 内 容 ：  
一級河川「加古川」は安全か？ ～頻発する豪雨災害に学ぶ～ 

１ 最近の豪雨災害の特徴 

２ 地球環境・地球温暖化 

３ 一級河川加古川は安全か？ 

４ あなたは そのとき どうしますか？ 

※加古川市より「加古川市総合防災マップ」改定版の概略説明 

※県民局によるフェニックス共済制度 PR 
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３・加古川市野口町坂元町内会防災部員研修会 

 

 
 

１．依 頼 者 ： 加古川市総務部危機管理課 

２．開 催 日 ： 令和２年１１月１５日（日） 

３．開 催 場 所 ： 坂元・野口区画整理記念会館 

４．講演等の相手：  

坂元町内会 役員及び防災部員 

午前の部 防災部員 12 名 役員 10 名 

午後の部 防災部員  8 名 役員 12 名 

  計  防災部員 20 名 役員 12 名 計 32 名 

５．講 演 者 ： 糟谷昌俊 （補助） 田誠 

６．講 演 内 容 ：  
「自然災害から家族・地域を守るために」 

１ 大雨洪水災害 

  (1)最近の豪雨災害の特徴 

  (2)地球温暖化 温室効果の影響 

  (3)一級河川加古川が氾濫したらどうなる 

  (4)いつ避難すればいいのか 

２ 南海トラフ巨大地震と内陸直下地震 

  (1)南海トラフ地震 

  (2)内陸直下地震 

  (3)加古川市周辺の活断層 

  (4)地震から命を守るには 

  

  

4



 
 

４・神戸市自治会連絡協議会研修 

 

 
 

１．依 頼 者 ： 神戸市自治会連絡協議会 

２．開 催 日 ： 令和２年１２月１９日（土） 

３．開 催 場 所 ： ふたば学舎 

４．講演等の相手：  

神戸市自治会連絡協議会 ３0 名 

５．講 演 者 ： 寺田良幸 （補助）坂出裕昭 

６．講 演 内 容 ：  
1 最近の自然災害事情 

(1)地球温暖化の進展 (2)自然災害の激化 (3)地震・津波被害 

2 防災と減災 

(1)レベル 1、レベル２ (2)［公助］の後退要因 (3)避難行動・避難所 

(4)防災と減災 (5)自助・近助・共助の重要性 

3 地域防災力の向上の為に 

(1)［自助］私達が出来る減災対策 (2)自治会［近助］・防コミ［共助］の災害対応 

(3)色々な防災訓練とイベント (4)マイ避難カードの作成 
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５・神戸市長田区二葉地区「防災研修」 

 

 
 

１．依 頼 者 ： 神戸市自治会連絡協議会 

 

２．開 催 日 ： 令和３年１月１４日（木） 

３．開 催 場 所 ： 二葉地区コミュニティセンター 

４．講演等の相手：  

二葉地区ふれあいまちづくり協議会 １５名 

５．講 演 者 ： 寺田良幸 （補助）林健児 

６．講 演 内 容 ：  
地域防災力の向上の為に ～防災と減災～ 

1 最近の自然災害事情 

(1)地球温暖化の進展 (2)自然災害の激化 (3)地震・津波被害 

2 防災と減災 

(1)レベル 1、レベル２ (2)［公助］危機管理体制の弱体化 (3)避難行動・避難所 

(4)防災と減災 (5)自助・近助・共助の重要性 

3 地域防災力の向上の為に 

(1)［自助］私達が出来る減災対策 (2)自治会［近助］・防コミ［共助］の災害対応 

(3)色々な防災訓練とイベント (4)マイ避難カードの作成 

 

  

 

 

 

6



 
 

６・加古川市町内会長連合会町内会長研修講演会 

 

 
 

１．依 頼 者 ： 加古川市協働推進部協働推進課 

 

２．開 催 日 ： 令和３年２月２３日（火） 

３．開 催 場 所 ： 加古川市民会館中ホール 

４．講演等の相手：  

加古川市町内会長連合会町内会長 １７３名 

５．講 演 者 ： 阿山耕三  

（補助） 田誠・元井賢一 

６．講 演 内 容 ：  
一級河川「加古川」は安全か？～頻発する豪雨災害に学ぶ～ 

1 最近の豪雨災害の特徴 

2 地球環境・地球温暖化 

3 一級河川加古川は安全か？ 

4 そのときあなたはどうしますか？ 

質疑 

1 加古川流域における総合治水の取り組み状況について 

2 加古川河川堆積土砂の除去について 
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７・防災研修 

 

 
 

１．依 頼 者 ： (公財)兵庫県国際交流協会 

 

２．開 催 日 ： 令和３年３月１７日（水） 

３．開 催 場 所 ： (公財)兵庫県国際交流協会会議室 

４．講演等の相手：  

(公財)兵庫県国際交流協会幹部職員 ８名 

５．講 演 者 ： 寺田良幸 （補助）阪出裕昭 

６．講 演 内 容 ：  
1 最近の自然災害事情 

(1)地球温暖化の進展 (2)自然災害の激甚化 (3)地震・津波被害 

2 防災と減災 

(1)レベル 1、レベル２ (2)［公助］危機管理体制の弱体化 (3)避難行動・避難所 

(4)防災と減災 (5)自助・近助・共助の重要性 

3 地域防災力の向上の為に 

(1)［自助］私達が出来る減災対策 (2)避難行動要支援者への対応 

(3)色々な防災訓練とイベント (4)マイ避難カードの作成 
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Ⅱ．防災啓発活動（防災訓練等支援） 

私たちは、地域の自治体等の要請にもとづき、水防活動の技術支援を２か所で行いました。 

  

実施地区一覧表 

NO 開催日 支援内容 支援場所 担当者 

１ R2.08.03 
加東土木事務所 

水防工法技術研修会 

一級河川美囊川 

左岸河川敷（三木市） 

谷田 登志晴 

 田  誠 

2 R２.08.27 
丹波土木事務所 

水防工法技術研修会 

一級河川篠山川 

右岸河川敷（丹波市） 

谷田 登志晴 

 田  誠 

林  健 児 

相 埜 利 幸 
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１・令和２年度加東土木事務所水防工法技術研修会 
 

 
 

１．依 頼 者 ： 北播磨県民局加東土木事務所 

 

２．開 催 日 ： 令和２年８月３日（月） 

３．支 援 場 所 ： 一級河川美囊川 左岸河川敷 

（三木市） 

４．講演等の相手：  

加東土木事務所・管内市町職員（１５名） 

（一社）北播磨建設業協会（６３名） 

参加者：７８名 

５．講 演 者 ： 谷田登志晴 （補助） 田誠 

６．講 演 内 容 ：   
演習： 

水防工法（縄結び、土のう作成、シート張り工、木流し工等）の実地指導 
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２・令和２年度丹波土木事務所水防工法技術研修会 
 

 
 

１．依 頼 者 ： 丹波県民局丹波土木事務所 

 

２．開 催 日 ： 令和２年８月２７日（木） 

３．支 援 場 所 ： 一級河川篠山川 右岸河川敷 

（丹波市柏原町） 

４．講演等の相手：  

丹波土木事務所・管内市町職員（２１名） 

丹波市建設業協会等（６１名） 

参加者：８２名 

５．講 演 者 ： 谷田登志晴 （補助） 田誠・林健児・相埜利幸 

６．講 演 内 容 ：   

演習： 

水防工法（ロープワーク、土のう積み工、シート張り工）の実地指導 
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Ⅲ．防災啓発活動（防災マップづくり等支援） 

自主防災組織の活性化を図り、地域の防災組織の向上を図る取り組みの一つとして、地域の

人たちによる手作りの「地域防災マップづくり」や「DIG 訓練」、「ワークショップ」等を自治

体や自主防災組織等、また、小学校の児童や教職員を対象に支援活動をしてきましたが、新型

コロナの影響により本年は実施できませんでした。 

※ DIG 訓練とは、災害（Disaster）の D、想像力（Imagination）の I、ゲーム（Game）

の G の頭文字を取って名付けられた、誰でも行うことができ、誰でも参加できる簡易な災

害図上訓練です。 
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Ⅳ．防災啓発活動（尼ロック防災展示室特別公開支援） 

兵庫県阪神南県民センター尼崎港管理事務所からの要請により、尼崎閘門（通称“尼ロック“）

に設置されている防災展示室が、７月、8 月の土曜日、日曜日、祝日に特別公開されるのに際し、

その支援業務を行い、地域の子供たちなどの住民への高潮・津波などの災害に対する啓発への支

援を行うものですが、新型コロナの影響により本年は実施できませんでした。 

 

【令和元年度のチラシ】 
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Ⅴ．その他の活動 

コロナ過、当法人の総会や会議も Zoom で行う中、メンバー対象に水難学会理事の木村氏

による「水難時のライフジャケットの有効性」と題した研修会を開催しました。 

水害時、万が一逃げ遅れた場合でも、ライフジャケット等で浮くことができれば命が守れる

ことを教えていただきました。  

 

１・水難学会木村氏による研修会 
 

 
 

１．依 頼 者： サポート隊の自主事業 

２．開 催 日 時： 令和３年１月１３日 

３．開 催 場 所： Zoom による 

４．講   師： （一社）水難学会 理事 木村隆彦 

５．内容 研修タイトル：「水災害におけるライフジャケットの有効性」 
 ～ういてまて～ 
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Ⅵ．顧問からの寄稿 

当法人の顧問の先生方から、コロナ禍で十分な活動ができなかった令和２年度の「地域防災

の活動報告」に対し、ご寄稿をいただきました。 

 

  沖 村  孝 顧問：（一財）建設工学研究所代表理事（神戸大学名誉教授） 

降雨による土砂災害から被害を少なくするために 
～ひょうご地域防災サポート隊へのお願い～             P.16 

 

  加藤 恵正 顧問：兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科教授       

阪神淡路大震災からの復興：新長田南地区再開発事業の検証について  P.20 

 

  河田 惠昭 顧問：人と防災未来センター長（京都大学名誉教授）            

熊本県の球磨川の氾濫から学ぶこれからの地域防災                  P.24 

 

  齋藤 富雄 顧問：関西国際大学副学長 グローバル教育推進機構教授         

        （元兵庫県副知事・初代防災監） 

教訓を繋ぐために                                                P.30 
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降雨による土砂災害から被害を少なくするために 
～ひょうご地域防災サポート隊へのお願い～ 

神戸大学名誉教授  沖村 孝 

１．降雨形態の違いによる土砂災害形態の違い 
 かつて筆者は、50~80 年前の六甲での災害の原因となった降雨形態と、地球温暖化の影響を

受けて土砂災害の原因となった近年の降雨形態を紹介し、両者には大きな違いがあることを指

摘した。その結果として豪雨に起因する土砂崩壊にも様々な違いが出現していることを指摘し、

その違いを定量的に比較するため新たに「本格的降雨」を提案した 1）。そこでは、降雨の最大

時間雨量に着目したが、1 回のみの出現では夕立のような瞬間的な降雨であり、土砂災害の原

因にはなりにくいと考え、2 回の出現があることとし、この間に挟まれた降雨に着目すること

とした。時間雨量の大きさにより、70 ㎜/ｈ以上が 2 回出現する場合を「強雨型」、30~70 ㎜/
ｈ未満の場合は「長雨型」の基準雨量とし、基準雨量が最初に現れた時刻から、最後に現れた

時刻までを、「本格的降雨」と定義した（30ｍ/ｈ以下の降雨では、顕著な災害発生事例はない

ものとして除外した）。この定義を図―1 に示す。この図では、1967 年の災害時の降雨例を示

した。この時の豪雨の最大降雨強度は 69.4 ㎜/ｈであったため、「長雨型」とし、30~70 ㎜/ｈ
未満の降雨強度が最初に出現する時刻から最後の出現する時刻までの時間帯に着目して、この

間の総降雨量、継続時間、最大時間雨量等を求めた。この結果を表―1 に示す。表―1 ではさ

らに、得られた長雨の降雨継続時間に着目して、5 時間以下では「短時間長雨」、5 時間以上を

「長時間長雨」として示した。さらに、この表には降雨のみの結果に加えて、その豪雨で出現

した主な土砂災害の種類も示した。 

 

図―1 本格的降雨の定義 1） 
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表―1 より強雨型の豪雨による土砂災害発生形態は、土石流型が多くなっていることが分か

る。これは、強雨であるため、降った降雨のすべてが表土層に浸透せずに、一部は地表流とな

るため、小渓流の河床では浸食作用が発生し、これにより土石流となったことが想像される。

一方、直近 3 年間の「長時間長雨」では、強雨型とは異なり、継続時間と総降雨量が大きくな

っている。これは 50~80 年前の「短時間長雨」とも異なり、近年では氾濫、流木や土砂流出

による災害形態が頻発している。このように降雨形態からあらかじめ発生するであろう土砂災

害形態を予見することは、次段階でとるべき避難行動をより効果的に想定でき、被害の減少に

貢献できる可能性がある。 

表―1 50 年以上前及び近年の土砂災害を発生させた本格的豪雨 

 
 
２．異なる降雨形態に応じた対策 
 まず「強雨」の場合は、上述したように土石流現象が出現しやすいため、降雨中の避難は困

難で、早めの避難が必要になる。しかし、避難が遅れた場合は、〇土石流の流路となる小渓流

や渓流から離れた場所に避難すること、〇渓流が湾曲していたり、橋梁が建設されている場所

では水位が高くなりやすいので、できる限り高い場所を自分たちの一時的な避難場所としてあ

らかじめ決めておくことが考えられる。これは、日常時に行われる避難訓練の際に、土石流対

応型の避難ルートを開発・体験することが必要であろう。 
土石流ではなく、「短時間長雨型」で発生するがけ崩れ（表層崩壊）の場合は、崩壊土砂が

崖の直下で堆積することが多いため、〇30 度以上の急崖からとにかく離れることが大切であ

る。〇もし避難が遅れた場合は、家の二階の崖とは反対側の部屋に避難することも一案であろ

う。これは表層崩壊の規模が小さい場合には有効であるが、土量が多くなると〇避難する崖か

ら少しでも離れることも必要で、自分が住んでいる地域の状況や避難ルートを事前に把握して

おく必要がある。 
一方、「長時間長雨型」の場合は、土砂流出災害や洪水氾濫となりやすい。河川の洪水の場

合は各河川に量水標が設置されており、危険のひっ迫状況は住民でも判断でき、避難の準備や

降雨タイプ 発生年 観測場所
継続時間
（時間）

総降雨量
（ミリ）

最大時間雨量
（ミリ/時）

平均時間雨量
（ミリ/時）

土砂災害形態

1938 神戸（海洋気象台） 4 166.2 47.6 41.6 表土層崩壊
50年

以上前
短時間長雨

（30ミリ/時以上）
1967 神戸（海洋気象台） 5 226.6 69.4 45.3 表土層崩壊

平均
4.5

（1.0）
196.4
（1.0）

58.5
（1.0）

43.4
（1.0）

2010 奄美大島（住用*） 5 514 131 102.8 表層崩壊・土砂流出

2012 阿蘇（乙姫） 4 384.5 106 96.1 土石流
2013 山口（須佐） 2 244.5 137.5 122.3 土石流

　　強雨 2013 伊豆大島（大島） 4 426 118.5 106.5 土石流
（70ミリ/時以上） 2014 神戸（有馬川*） 2 168 88 84 土石流

近年 2014 広島（三入） 2 181 101 90.5 土石流
2017 福岡（朝倉） 4 308.5 106 77.1 表土層崩壊・土砂流出

平均
3.3

（0.7）
318.1
(1.6)

112.6
(1.9)

97.0
(2.2)

2018 広島（呉）
10

（2.2）
204.0
（1.0）

51.5
（0.9）

20.4
（0.5）

表土層崩壊

長時間長雨
（30ミリ/時以上）

2019 宮城（筆甫）
8

（1.8）
431.0
（2.2）

74.5
（1.3）

53.9
（1.0）

表土層崩壊・氾濫・
土砂流出

2020 熊本（人吉）
８

（1.8）
269.5
（1.3）

68.5
（1.2）

33.7
（0.8）

氾濫・土砂流出
表土層崩壊

注）（）は50年前の事例を1.0とした場合の比率で1.0 以上は増大している。　　　*は現地近傍での観測雨量
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避難行動に要する時間は、土砂災害のように地下水位が見えない場合に比して時間的な余裕が

あると思われるが、〇河川が合流している場合には、合流点で流量が急増したり、大きな河川

の水が小さな河川へ逆流（バックウオーター）するため、2020 年の球磨村における老人ホー

ムの災害事例のように氾濫後の水位が急増して、避難が遅れる場合もあることに留意しておく

必要がある。〇河川が湾曲している地形では、水衝部側では水位が急増するため、注意する必

要がある。〇その対岸側では流速が小さくなることに起因して細流物質が堆積する。〇この堆

積域は、本来は氾濫域の低地であるにも関わらず、平坦面が大きいため、この土地利用として

要援護者施設が建築される場合が多いことにも注意を払う必要がある。〇先日、国土交通省は

全国に２万ある中小河川にも浸水想定区域の公表を義務付けるとのニュースが新聞に掲載さ

れていた 2）。浸水の危険性を住民に知ってもらうことも、リスクの認知のためにはぜひ必要で

あろう。 
以上は洪水に関することであったが、「長時間長雨型」の場合の、土砂災害に関しては、〇

長雨の途中で崩壊した斜面が、後続する降雨による表流水により浸食され、さらに土砂が流出

する可能性が大きい。加えて、〇崩壊土砂が堆積物として河床に留まっている場合には、渓流

水は一時的にダムアップし、これが決壊することによって土石流となり被害を大きくする可能

性も考えられる。近年では、〇市街地にまで、土砂が流出し、復旧に長時間を要するようにな

ってきているが、これも長時間長雨型降雨の影響が大きいと思われる。あるいは、〇粘性土で

構成されている斜面の場合は、透水係数が小さいため、降雨停止後にすべりが出現した事例が

数多く報告されており、降雨が止んでも、数時間、場合によっては数日後に地すべりが発生す

る場合もあるため、注意が必要である。 
 
３．リスクの認知の必要性と避難行動 
このように降雨形態が異なる場合は、それに起因する洪水や土砂の災害形態も異なってくる

ため、早くリスクの認知を行い、直ちに避難行動に移行することが、災害から命を守るために

は必要であるが、現実には、避難する人の数が少ないことが問題である。例えば、2018 年 7
月西日本豪雨の場合、避難勧告の対象となった人は約 860 万人と言われているが、実際に避難

した人は約 4 万人、率にして 0.5%であったことが新聞等で報じられている 3）。 
住民がリスクを認知する場合には、行政から発信される「避難準備・高齢者等避難開始」や

大雨警報の「警戒レベル 3」、「避難勧告」や「避難指示（緊急）」や「土砂災害警戒情報」の「警

戒レベル 4」が参考になるが、これは令和元年に改正されたものであり、従来の避難勧告と避

難指示が一つにまとめられたものである。このため、住民にはまだなじみが薄いように思われ

るが、勧告と指示を一つにまとめることによって、より早い避難へのリスク認知の向上を期待

したものと理解する必要がある。 
行政から避難情報を受信してリスクを認知するのではなく、住民が自主的に危険な場所や危

険な情報をもっと早く判断することも大切である。危険な場所に関しては〇日常的に住民が住

んでいる場所の土砂災害警戒区域や特別警戒区域を把握しておくこと、〇危険個所の普段から

のパトロールを実施すること、〇指定避難所のみならず住居の近くで災害に出会わない安全空

間を把握し、そこへの順路を避難ルートとして把握しておくこと、〇これらの成果を私たちが
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作成する安全マップとしてまとめること、〇このマップをもとに避難訓練や情報伝達訓練を行

うこと等が考えられる。〇住民はこれらの活動を通して近隣の絆を構築することを日常的に行

っておくことが大切になる。〇この際、近所の援護を必要とする養護施設等があれば、日常的

な訓練を通して積極的な交流活動を行うことが緊急時の避難行動を円滑に行うためには大切

になると思われる。住民はこれらの日常時の活動を通して身の回りのリスクを再認知すること

が大切になると思われる。 
これらの活動があれば、緊急時には直ちに避難行動に移行できる筈であるが、現実にはなか

なか住民は避難行動に移行しない。この理由としては、〇避難への危険情報があまり信用され

ていないこと、〇過去の経験から脅威が感じられていないこと、〇予想される被害規模が過小

評価されていること、〇避難が実効的と考えられていないこと、〇避難の実行に障害があるこ

と、〇避難に要する労力が大きいことなどが考えられている。しかし、これは言い訳であり、

リスク認知が直ちに避難行動に結び付くような仕組みや訓練が必要である。 
 
４．避難訓練の必要性 
 近年の避難行動は避難所に行く行動であるとの誤解があるようで、避難行動中に不幸にも命

を失うことがないようにする必要がある。このためには避難行動訓練はぜひ必要である。現在

では、避難を必要とするリスク情報は、テレビ等のマスコミや、地域の情報網や近所の情報交

換によって容易に得られるようになってきているが、この情報を受けても避難行動に移行でき

るまでには、大きなギャップがある。頭で理解できても体が動かないようでは、安全を達成す

る目的が満たされない。このギャップを埋める唯一の手段は、避難訓練に参加し、体で行動を

覚えることであろう。豪雨の場合は、上述したように様々な降雨形態を知ることができ、マス

コミ等からのリスク情報も数多くあるため、早めの避難が可能である。できれば個人の避難で

はなく、近所で助けあって行動すると、多くの目線から危険な場所を探知することも可能であ

ろう。また早めの避難行動はゆとりがあるため、援助を必要としている人にも援助の手を差し

伸べることも可能であろう。 
  “緊急時の避難行動は、訓練していてもなかなかできないことが多い。普段、訓練してい

なければ何もできない”ことを頭に入れて、私たちは、普段の備えや訓練に参加する必要があ

る。現地に詳しい「ひょうご地域防災サポート隊」の皆さんには、今までの地域防災活動時に

あわせて、住民に避難行動訓練にも参加してもらうための啓発やサポートもお願いできればと

思っています。よろしくお願いします。 
参考文献 

1） 沖村孝：近年の豪雨パターンと土砂災害、基礎工、48（6）、1-2、2020． 
2） 日本経済新聞 2021 年 2 月 2 日 
3） 日本経済新聞 2020 年 7 月 7 日 
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阪神淡路大震災からの復興：新長田南地区再開発事業の検証について 

                                   加藤恵正 

                     兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 

 
 2021 年 1 月、神戸市は 1995 年に発災した阪神淡路大震災からの復興事業、新長田南地区再

開発事業の検証報告書を公刊しました。阪神淡路大震災は、神戸のインナーエリアを貫く形で

被害を拡大しました。新長田駅南地区の再建・再生を考える上で、大都市インナーシティの特

性、長田区を中心に形成されていた固有の産業空間のありかたへの配慮が重要です。長田地域

の場合産業とコミュニティが一体的に形成された「地域産業コンプレックス」が地域の強みと

魅力であったのです。かかる「姿」は、地域のエンジンともいうべきケミカルシューズ産業の

変化とともに、震災前から加速度的に変容していたのです。地域社会の構図を大まかに示すと

次図のようになるでしょう。阪神淡路大震災は、こうした「変化」の途上にある地域を直撃し

たのです。 

 
                                   加藤作図 

 神戸市による「新長田駅南地区震災復興第二種市街地再開発事業検証」は、事業完了の目途

（2024 年事業完了予定）が立ったことから、外部委員による有識者会議が設置（2020 年 10
月）され議論が行われてきました。筆者（加藤）は、同会議の座長としての立場から議論を行

い、また発言を行ってきました。このほど公刊された検証報告書には、検証の過程や議論の成

果が整理されています。巨大災害に直面した市街地がどのような経緯で再建・再生への苦難と

闘ったのかについて是非ご一読いただければと思います。報告書の末尾に以下のような座長コ

メントを掲載させていただきましたのであわせてご覧いただければと思います。 
 
新長田駅南地区震災復興第二種市街地再開発事業検証 座長コメント 
本有識者会議の目的は、阪神・淡路大震災によって甚大な被害を受けた JR 新長田駅南地区

を対象に実施された「新長田駅南地区震災復興第二種市街地再開発事業」を、中立的かつ専門

的な立場から検証を行い、その課題を明らかにするとともに、今後のこうした事業への提案を

整理することにあります。 
第二種市街地再開発事業が適用された本事業ですが、多くの困難・課題に直面してきました。

まず、復興というきわめて緊急性の高い事業であったことと関係しています。平時の再開発事
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業と異なり被災住民・事業者の早期生活再建が、最重要課題でした。また、19.9 ヘクタールに

及ぶ広域開発であることや、着手から今日まで長期にわたる事業となったことなどから、その

過程で幾多の論争が勃発し、住民提案等による計画変更も行われてきたのです。また本事業を

取り巻く社会経済情勢の変化も閑却できないところです。こうした状況を鑑み、当有識者会議

は、正確・厳密なデータを採取・整理すること、被災権利者や神戸市（元）職員、本事業推進

に様々な形で携わった専門家などから意見をできる限り多数聴取・整理することなどから、本

事業の推移を追跡・検証を行うこととしました。 
 本検証を行う上での主たる留意点は次の 2 点にあります。第一は、大規模かつ長期にわたる

再開発事業を統合的に捉える視点。個々の地区の課題や事業遂行の過程で生じた問題について、

すべてにわたりここで点検することはできません。再開発事業全体の動きと関わる事象に焦点

を当て検証を行ったところです。第二に、本事業では、計画の実施や実施途上での計画変更な

どに際し、幾多の意見の対立が顕在化しました。ここでは、こうした異なる意見についても整

理を行いましたが、かかる事態の背後にある情報共有・合意形成や組織における意思決定のメ

カニズムの脆弱性にも言及したところです。 
本報告書では、「検証の総括」において検証作業のまとめを行い、このなかで「2.検証か 

ら見えてきた教訓」では、本事業の制度（骨格）を機動するうえで不可欠な 3 つの要素につい

て整理を行っています。「ガバナンスの強化」「リスクマネジメント」そして「人材育成」です。

今回の事業検証で強く痛感したことの一つは、多様な主体間の情報共有を促し合意への道筋を

明らかにすること。また、組織内部の意思決定のありかたと関わりながら、事業全体を柔軟に

統括することの困難と重要性です。事業ガバナンスの役割はそこにあります。一方、大きな事

業を長期間にわたって動かすためには、事前に予測ができない様々な変化や個別事情への対応

は不可避です。その際、リスク分散・分担のあり方は、平時の市街地再開発事業とは大きく異

なる様相を示すことになります。リスクマネジメントに関わる制度設計は、きわめて重要かつ

喫緊の課題として顕在化したところです。 
事業ガバナンスとリスクマネジメントに関わる課題は、今回適用された「第二種市街地再開

発事業」という都市計画制度の在り方と強くかかわっています。本制度は、もともと、日本の

高度経済成長期の市街地整備を念頭に設計された仕組みのために、地価の上昇やこれに連動す

る保留床の売却などを前提としていました。本事業がスタートする 1995 年において、かかる

前提条件はほぼ消滅していたといっていいでしょう。しかし、被災権利者の早期生活再建実現

に向けて、既往制度適用はやむをえない判断と考えます。本来であれば、未曽有の被災状況・

事情に適合した制度の提案、そしてその実施が望ましいことは言うまでもありません。その意

味で、本事業の実施において、2 段階都市計画の実施など制度の柔軟な適用は必須でした。さ

らに、都市計画・まちづくりコンサルタントやまちづくり協議会は、再開発事業遂行のきわめ

て重要なプレイヤーと評価できるでしょう。 
 最後に、新長田駅南地区、および同地区を取り巻く長田地域の今後について述べておくこと

にしたいと思います。新長田駅南地区は、神戸市長田区の核心部に位置しています。長田区は

神戸市のインナーエリアに位置づけられます。長田区の人口や商業は、1970 年―80 年代をピ

ークに減少過程に入っていました。今回の市街地再開発事業は、地域の事業者は「三宮に負け
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ない街づくりを・・・」（事業者インタビューから）、また神戸市も既往計画において位置づけ

られた「西の副都心としての再生を・・・」との地域事業者・神戸市双方からの熱い期待があ

ったのです。その後、経済環境の悪化、制度やその運用の硬直性などが背景となって、その両

者の関係にひびが生じてきたことは否めません。これからの新長田駅南地区、そして同地区を

取り巻く長田地域のまちづくりにおいて、公民が情報を共有し、その課題について率直に議論

を重ねることが重要です。 
本検証から新長田の将来について直接的な答えを見出すのは無理があるかもしれませんが、

明らかなことは新たに形成されたこの「まち」をいかに使いこなしていくのかという点でしょ

う。ここでは、さまざまなアイデアが必要です。たとえば、長田地域はもともと揺籃期のビジ

ネスの器としての役割を担っていたのですが、こうした仕組みを構築するといったことも検討

に値すると思います。長田地域はケミカルシューズ産業という活気みなぎる地域集積を擁して

いましたが、その特色は常に新たな事業所を輩出し続けるパワーにありました。かかるビジネ

ス風土を継承する「場」として、立地が予定されている県立総合衛生学院などと連携する「地

域に根差したビジネスや産業」を創出することも可能でしょう。また、長田地域は震災前から

住商工が稠密な連関関係を有する「地域産業コンプレクス」を形成していました。こうした関

係性は震災前からグローバル化の潮流の中で希薄になっていたことは否めません。震災後、新

たに転入してきた多くの新住民も加え人口は拡大しています。かつての住商工の連関性の復元

は困難としても、拡大する住民層と地元商業の新たな接点を模索していく試みは必要と感じま

す。地域の事業者がまちづくりに積極的に関与する BID（Business Improve District）といっ

た仕組みの導入なども検討してはどうでしょうか。本事業では安全・安心を担保するための公

共空間も多くつくられました。こうした空間を本来の機能を損なわないことを前提に、地域活

性化のために地域事業者や住民らに開放すべきでしょう。そのためのルール作りを含め、エリ

アマネジメントの機能の充実が必須です。こうしたエリアマネジメントをサポートするのは市

役所を中心とした公的組織です。その際、最も重要なことは、縦割りによる非効率を脱し、関

係する部局が統合的に地域の活性化に取り組む必要があります。市役所を中心に関係機関が本

格的に連携・連動するタスクフォースを組成するといった試みも必要でしょう。既往の制度や

仕組みにとらわれない発想が必要です。 
最後に、本事業に真摯にご協力いただいた関係者の皆さんに有識者会議メンバーとして厚く

お礼を申し上げたいと思います。JR 新長田駅南地区、そしてここを取り巻く長田地域のこれ

からの発展に期待をしております。 
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神戸市 HP 参照 
https://www.city.kobe.lg.jp/documents/36279/jigyogaiyo-1.pdf 
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熊本県の球磨川の氾濫から学ぶこれからの地域防災 

 

阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター長 河田惠昭 

令和 2 年九州豪雨と球磨川の氾濫  

2020 年 7 月の九州豪雨では、12 日間で 962 億立方メートル、つまり琵琶湖の貯水量の約 3.5

倍の雨が降った。2 年前の西日本豪雨を上回り、熊本県球磨川流域を中心に甚大な被害が発生

した。2016 年熊本地震に際し「くまもと復旧復興有識者会議」の一員として支援したが、今回

は 8月に入って樺島郁夫熊本県知事から電話があり、今回の水害も会議の議論の対象とするこ

とになり、下旬に 1 泊 2 日の日程で激甚な被害が発生した人吉市や球磨村を訪れ、調査した。

被害を目の当たりにして、防災研究者としていかにして被災地の縮災を進めればよいのかにつ

いて考えた。 

わが国の水害常襲地帯では、現在でも多くの地区で災害文化が残っている。堤防の構造、水

防工法、お祭りなどに見ることができる。球磨川の今回の被災地でもそうである。多くの被災

住宅の 1階はピロティ構造になっており、居住空間は 2階以上が多い。そして、今回の水害で

は、写真１のように 2階の天井まで浸水した。しかも、道路を挟んで手前側に建っていたと推

定される数棟は土台しか残っていない。その形状等からプレハブ住宅と木造住宅が混在してい

たことがわかる。 

 

（写真 1 球磨川の越流氾濫で被災した人吉市の市街地の被災。浸水深は住宅の 2 階の天井

まで達した。） 
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 住宅が流失する場合、浸水深だけが問題ではなく流速が関係し、氾濫水はかなりの高速で流

下したと思われる。これらの被災住宅の背後に球磨川の右岸堤防があり、その高さは浸水住宅

の 2階の高さにほぼ等しく、かつ全面的に破堤していない。すなわち、堤防の多数箇所で決壊

氾濫したのではなく、洪水の水面が堤防より高くなり越流氾濫したことを物語っている。そし

て、人吉盆地の市街地は平坦ではなく、下流に向かって下り勾配になっており、高速の氾濫流

れが浸水住宅を破壊しながら流下した。ピロティ構造になっていたのは、過去の水害の教訓で

ある。しかも、その知恵は仁淀川流域の高知県いの町と同じく、幾度となく被災した地域住民

の知恵であろう。しかし、せっかくピロティ構造であったにもかかわらず、被災してしまった

のは残念である。それを繰り返さない、知恵が必要となっている。 

 

被害の特徴 

災害が起これば、電力や水道、鉄道、道路などの社会インフラの復旧が最優先で実行される。

これらが復旧しないと早期に復興ができなく、結局被災者の生活再建が遅れるからである。と

ころが、近年の災害では、教育、福祉、医療施設被害は結構発生していたにもかかわらず、特

殊な事例とみなされてきた。しかも、施設だけでなく機能することも大切である。たとえば、

球磨川流域では 4 つの鉄道橋が流失して列車通学していた約 1200 名の高校生の登下校に支障

が発生している。また、人吉市では道路橋が破壊され、ある小学校では全児童の約 70％が通学

できなくなってしまった。学校施設の被災だけでなく、被災すると児童・生徒が通学できなく

なる鉄道の輸送機能回復なども全面的な公的資金投入対象にすべきであろう。写真に写ってい

る一番手前の鉄道の道床跡は JR 九州の肥薩線であり、道床全体が不同沈下し、沿線のほとん

どの通信ケーブル柱もケーブルごとなぎ倒されていた。現在は八代―吉松間をはじめ第三セク

ターの不通路線を含めると 370 ㎞にわたり被災したと報告されている。また、福祉施設もそう

である。14 名が犠牲になった球磨村の高齢者福祉施設「千寿園」は、一時は廃園を考え、そう

なると 100 名を超える入所者や待機者が行き場がなくなり、村の重要な福祉拠点がなくなると

いう危機に直面した。職員 88 人の約 9 割を解雇するまでに至ったが、存続に対する村の努力

が功を奏し、プレハブ仮設で人吉市内で活動を開始することになったそうである。被災した同

種施設がこの流域で 27 を数えるとなると、推定 2 千名近い入所困窮者が発生し、大きな社会

問題である。また、たとえば人吉市だけでも医科 44、歯科 25 の医療機関が地域医療に貢献し

ているが、その多くが被災した。しかも、地震よりも被害は一般に大きい。なぜなら。医療器

具・機械は水損すると修理がほとんど不可能だからだ。診療再開まで長時間を要することは自

明である。かつて著名な経済学者である宇沢弘文１）が指摘した社会的共通資本が被災する事態

に直面したわけである。 

 

治水対策の考察 

それでは、どのようにすれば水害被害を軽減できるのであろうか。2015 年の水防法の改正で、

起こりえる最大規模の洪水に対するハザードマップが公表されている。どこまで浸水が広がり、

深さがどうなるかがわかっている。しかし、この図の利用方法が書かれていない。そこがポイ

ントである。利用方法を示せば公助先導型の治水となってしまうだろう。あくまでも自助、共
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助、公助が対等の立場でそれぞれが対策を持ち寄らねばならないのだ。 

 人吉盆地は人が住む前は球磨川で発生する“洪水の遊び場”だった。そこに私たちが事前に

川に何の相談もなく、地域社会を作ってしまったのである。筆者が常日頃指摘してきたように、

“水は昔を覚えている”のである。だから、そこを利用するのであれば洪水とどのようにして

付き合えばよいのかという視点が必要なことがわかる。12 年前に「ダムによらない治水」を合

意したのは地元の球磨川流域の関係者の間であり、地球温暖化によって線状降水帯が形成され、

想定外の降雨が球磨川流域に発生すると考えていなかった。過去は振り返ったが将来が変わる

ことに気づかなかった。想定外の洪水が発生しても、そこに安寧で中庸な共生社会を創る努力

が求められよう。 

 球磨川はわが国の 3大急流河川の一つであり、流域に降った雨は急激に川に集中するという

宿命的な特徴がある。そうなると「緑のダム」などによる雨水の貯留効果がほとんど期待でき

ず、球磨川の洪水流量を減らすか、下流の河道狭窄部を拡幅して流下能力を大きくする方途し

か残されていない。しかし、後者を選択すれば下流の八代市等が現在以上に危険になることが

わかっている。そうなると残された方法はダムの築造である。すでに流域住民はピロティ方式

の住宅を建てたり居住地地盤のかさ上げなど自助・共助努力をしている。それでも被災したの

で一層の公助努力が必要と考えればよい。今回、球磨川では「ダムによらない治水」の限界を

残念ながら経験してしまった。いやがおうでも新たなリスクの存在を前提にしなければならな

くなったのである。しかも今回の最大出水量は毎秒約 8千立方メートルであった。これではか

つて計画していた川辺川ダムが竣工していても被害を防ぐことはできなかった。だから、現行

の治水対策も継続して進めることが必要となってきた。このような状況変化を理解し、樺島知

事は流水型のダム建設を容認することになった。 

 地球温暖化による線状降水帯が形成され、従来経験したことのない豪雨が発生するような新

しい現実に直面し、球磨川だけでなく淀川でも新しい動きが始まった。宇治川の支流の大戸川

ダムのダム建設の凍結解除に向けた動きが確実になったということだ。筆者はかつて淀川流域

委員会の委員として治水対策を議論したことがあった。そのとき、ダムを建設すれば治水は可

能と主張したが、頭ごなしで「ダム建設推進派」の烙印を押され、メディアに叩かれた経験が

あった。被災しない限り新たな防災対策が採択されない社会は危険である。災害の先手を打た

なければならないのである。 
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近年の豪雨災害の特徴  

さて、近年、地球温暖化の進行に伴って、線状降水帯による豪雨災害が多発するようになって

きた。これに起因する災害は表１にまとめて示した。 

 

 

（表 1 近年の線状降水帯による豪雨災害例） 

 

これまで河川の氾濫については、増水時に堤防の弱いところが決壊して市街地に氾濫すると

いう、破堤氾濫が中心であると考えられてきた。ところが、前述した令和 2年 7月の熊本県・

球磨川の氾濫災害では、従来の土木工学的な社会インフラ、たとえば道路や鉄道被害のほかに、

福祉や医療、教育施設とその関連機能の被害が顕著になってきた。これらは 2000 年に宇沢弘

文が指摘した社会的共通資本である。つまり、これらも社会インフラに含める必要があること

が明らかになってきた。これらが被災する理由は、あまりの豪雨のために、堤防が決壊する前

に水面の上昇の方が早く、越流氾濫が起こり、市街地における浸水深が深くなるからである。

球磨川では既往最大の出水を今回、記録しながら堤防決壊箇所は2カ所にとどまった。そこで、

近年に起こった水害被害を精査すると、とくに福祉施設や医療施設被害が結構発生しているこ

とに気がつく。この度の熊本の水害ではそれが顕著になったのである。 
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社会現象としての「相転移」の発見 

そこで、このような傾向がいつごろから始まったのかを調べようと考え、毎年国土交通省が

発行している「河川データブック」を見たところ、過去 40 年以上にわたって浸水家屋数など

は漸減からほぼ一定になりつつあると認められるのに対し、1 ヘクタール当たりの被害額は

1995 年前後以降、それまでの 2，3 倍に急増していることがわかった。筆者に言わせるとこれ

は社会現象としての「相転移」が起こっていることを示している。図１２）はそれを示したもの

である。世界で最初の災害時の相転移の発生は筆者が図２のように予言し 3）、1995 年阪神・淡

路大震災で発生したことを確認した。 

 

（図 1 過度の集中豪雨によって社会現象としての「相転移」が発生していることを示す図（原

図は国土交通省のものを使用）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（説明)都市の人口と人口密度が大きくなると災害などがきっかけとなって犠牲者が激増する

ことを示す図 ここに,R は都市と国の人口密度比で α１R = 1 は人口密度比が犠牲者数に関

係しないことを示す(原図は 1991 年作成し、図中 Kは、阪神・淡路大震災時の神戸市のデータ

をその後追加し、Tと Yは、1923 年関東大震災時の東京市と横浜市、Mは 1985 年のメキシコ地

震時のメキシコ・シティのデータである）。 

（図 2 都市の地震災害で「相転移」によって人的被害が激増したことを示す図） 
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それまでの都市震災では、火災さえ発生しなければ大量の犠牲者は出ないと考えられていた。

ところが阪神・淡路大震災では古い木造住宅が地震時に凶器になり、約 5千人の犠牲者が発生

したからである。２011 年東日本大震災は、“想定外”の巨大津波によって大量の犠牲者が出た

のであるが、地震後、少なくとも約 30 分の津波避難のための時間があったにもかかわらず、

住民のおよそ 30％が避難しなかったことがわかっている。未曽有の人的被害は、大量の住民が

“すぐに避難しなかったこと”によって相転移が発生した結果である。 

 このような社会現象としての災害時の「相転移」の発生が被害の大きさを左右することがわ

かってくると、地域社会における相転移の原因を事前に知っておれば、災害時の被害を小さく

することが可能になるだろう。相転移となるのは地域の弱点であることは容易に理解できる。

弱点を知るためには地域のことをよく知っていることが大切であろう。すなわち、地域防災を

進めるためには地域のことをよく知る関係者が先頭に立って活動することが求められる。まさ

に「ひょうご地域防災サポート隊」のこれまでの活動とこれからの発展が理にかなったもので

あることが証明されたわけである。一層の発展を期待したい！ 
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            教訓を繋ぐために 

関西国際大学副学長 齋藤富雄 

阪神・淡路大震災から 26 年を経て、大震災の被災地でもその教訓の風化が心配さ

れています。大震災被災地の自治体でも、大震災を経験していない職員が半数以上を

占め、組織構成員の経験値が低下するなか、どのように大震災の教訓を繋いで行くか

が問われていると言っても過言ではありません。 

50 歳の誕生日の 3 日前に大震災を経験した私も、今や 76 歳の後期高齢者の仲間に

入りました。サポート隊の皆さんと同じく、長年にわたり防災・危機管理対応に携わ

ってきた一人として、そこで学んできた多くの教訓をどのように後世の人たちに伝え

ることが出来るのか、私自身の大きな課題でもありました。 

各地での講演、研修等での伝えには限界を感じていました。そのような折り出版の

話が具体化し、この度「『防災・危機管理』実践の勘どころ」を刊行することが出来

ました。 

ここに、本書の書き出し(はじめに)を再掲し紹介をさせていただきます。 

        ※      ※      ※ 

 東京オリンピックの開催が予定されていた令和 2（2020）年は、年明けから国中が

オリンピックムードに包まれ、希望に溢れた雰囲気が漂っていました。 

この年の 1月はまた、阪神・淡路大震災から 25 周年の節目にあたり、ときの経過

とともに薄れつつある大震災の教訓を、どのようにつなぎ、活かして行くのかを真剣

に取り組む必要があると、決意に燃えていた頃でもありました。 

 それらの雰囲気を変えさせたのが、新型コロナウイルス感染症のパンデミック（世

界的流行）です。 

前年の 12 月に中国武漢市で最初の症例が確認されて以来、瞬く間に全世界を席巻

し、我が国でも年明けから展開されていた徹底した水際作戦でも防ぐことが出来ずに、

四月には政府による史上初めての緊急事態宣言の発出、都道府県知事による社会活動

自粛要請など、深刻な社会的・経済的な危機に直面することになったのです。 

 このことを通じてあらためて痛感させられたのは、自治体の防災・危機管理対応能

力の重要性でした。感染症対応は災害対策基本法の対象外であり、その対応には違い

がありますが心得るべきことには共通点もあります。 

 地震災害では被災者や被害地域が限定され、感染症の場合には全ての地域が同時の

対応を求められます。また、対応の期間、被害の規模においても地震災害は経験的に

ある程度の予測が出来るのですが、感染症の場合にはそれが困難な場合が多いといえ

ます。 

 共通点としては、地震災害も感染症パンデミックもどこで何時起きるか分からない

ことがあげられ、人々の警戒心が希薄になったころに襲って来ることが最大の問題で

あると思っています。 

 まさしく、双方とも私たち人間の弱点を突いてくる厄介なものなのです。 
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海溝型の大地震の発生メカニズムは、地球の表面を覆っているプレート活動によっ

て溜まった歪みエネルギーが、一定期間が経つと放出され地震が起きることが知られ

ています。人の一生と比べ発生までの期間が長く、戦前の物理学者である寺田寅彦の、

「地震は忘れたころにやってくる」のことばのように、人々の警戒心が薄れたころに

地震が襲い、大きな犠牲を払うことが繰り返されてきたのです。 

また、感染症のパンデミックも過去、ほぼ 10 年か 40 年間隔で発生しており、感染

症に対する警戒心が薄れた頃に新しい感染症によるパンデミックが発生するという

歴史が繰り返されています。 

 筆者も、25 年前に大都市直下型の阪神・淡路大地震を経験し、10 年前には新型イ

ンフルエンザ国内初感染対応も体験しました。それらの体験や種々の事例から多くの

ことを学んできました。 

今でも記憶に新しい最大の試練は、25 年前の阪神・淡路大震災でした。 

平成 7(1995)年 1 月 17 日午前 5 時 46 分、普段の平穏な生活が始まろうとしていた

矢先、突然の激震に襲われました。被災地の街並みは美しく蘇り、大震災の痕跡を見

ることさえ難しくなっています。人々の記憶からも大震災の経験が薄れつつあり、被

災地内の住民の内、約六割の住民が震災を経験していないことを思うと、ときの流れ

の速さをあらためて感じさせられます。 

 大震災からの 25 年で我が国の防災・危機管理体制は格段に充実しました。 

地震に対して無防備であった社会を突然襲った大震災は、我が国の防災・危機管理

体制の課題を浮き彫りにし、この大震災を契機に防災・危機管理に対する国民の関心

も高まり、政府や地方自治体、防災関係機関の防災体制の充実も飛躍的に図られてき

たのです。その意味で大震災は我が国の防災体制のターニングポイントであったとい

えます。 

平成 21(2009)年の新型インフルエンザ、国内初感染者の発生時の対応にも苦慮しま

した。 

成田空港に到着する飛行機に、完全装備をした検疫官が消毒に入る仰々しい様子が

連日テレビで放映され、国内が大騒ぎをしている最中のことでした。 

県立神戸高校の生徒が感染していることが判明し、自治体として国内初めての感染

症との闘いが始まったのです。 

感染を恐れて神戸への修学旅行が取りやめになり、観光客のキャンセルが相次ぎま

した。瞬く間に、県内の高校に感染が拡大し、休校の学校が相次ぎ、色々な行事も中

止することになったのです。組織をあげて風評被害対策に取り組む事態となりました。 

 今年、より強力な新型コロナウイルスという新しい感染症に社会をあげて立ち向か

う状況に、11 年前を思い出します。 

そしてその中から、防災・危機管理の心得の多くを学んできました。 

災害などを経験した地域の防災・危機管理力は確実に向上しています。二度とあの

ような辛い、悲しい思いを繰り返してはならない。被災自治体は被災した教訓を活か

した防災体制充実へ必死で取り組み、同時に、その地域に住む住民の安全・安心に対
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する関心も高まります。官民が連携した防災体制の強化充実への取り組みが進むよう

になるのです。 

災害列島日本に住む私たちの安全・安心を脅かすのは地震災害だけではありません。

とりわけ最近の異常気象は各地に豪雨、土石流被害などを頻発させています。社会の

グローバル化、複雑多様化に伴い、船舶、鉄道、航空機事故などの多発や新型コロナ

ウイルスなどの感染症への対応も欠かせません。 

人の進化や社会の発展とともに災害など危機管理事案の多様化や被害の深刻化が

増しています。 

人と自然災害や感染症などとの闘いは続くのです。 

そして、いつのときも最前線で対応するのは都道府県や市町村の自治体です。地方

自治体にとって住民の安全・安心を守ることは最も大切な施策となります。 

このようななかで、第一線で住民の安全・安心を守る自治体の皆さんの役に立つこ

とを願い、学んだ教訓をもとに、実践に役立つ防災・危機管理の勘どころとしてまと

めました。 

筆者の今までの経験のなかで、忘れられないことがらが幾つかありますが、兵庫県

防災監に就任した翌年(平成9年)に日本海沿岸で起きたロシアタンカー重油流出事故

もその一つです。 

イギリスから招いた重油処理の専門家が、重油に汚染された砂浜を案内していると

き、打ち上げられたプラスチックの破片を手に取って、次のようなことをいいました。 

「重油は2年もすれば自然界のバクテリアなどの力で全て消滅させることが出来ま

す。しかし、このプラスチックの破片は自然の力では消滅させることが出来ません。

いま、全ての人が重油で汚染された海をみて大騒ぎをしていますが、私たちは本来こ

のプラスチックの破片で汚されている海岸を問題にすべきではないでしょうか」 

と指摘されたことです。 

このことばの通り、油にまみれた海岸線は自然の回復力で、数年で見事に白砂青松

の美しい海岸として蘇りました。 

そして現在、海洋プラスチックごみが世界的に大きな課題として取り上げられてい

ますが、23 年前に受けたことばが脳裏に焼き付けられています。 

そのときには、目の前に広がる重油に汚染された海岸をみて、被害を食い止め正常

な海岸を取り戻そうと大量のボランティアを動員し、岩や石に付着した重油を一つ一

つ雑巾で拭う作業をしていた私たちに、何か皮肉を言われているような気もしていた

のですが、環境破壊という幅広い視点で同時に注視していかなければならない事柄を

指摘されていたのです。 

防災・危機管理対応は総合力が問われます。目先のことだけでなく、未来を見据え

て安全・安心社会を築くためには何が必要かを、常に意識しておくことが大切である

と痛感しました。「『防災・危機管理』実践の勘どころ〈はじめに〉」より抜粋 

     ※          ※           ※ 

ますます不透明な時代が続き、自然災害の多発が社会や人々の安全・安心への不安
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に追い打ちをかけています。いまこそ、一人一人が真剣に防災・減災を「我がこと」

として取り組まなければならないと思います。 

本書は、まさしく住民の皆さんの安全・安心を守る第一線で日夜努力を重ねておら

れる自治体職員の皆さんのお役に立てればとの視点で執筆したものであります。 

兵庫の県域を中心に防災意識の普及にご努力を頂いています、「ひょうご地域防災

サポート隊」の皆様にも是非ご一読を頂きたいと存じます。 

                     晃洋書房 2020 年 12 月 20 日発行                      
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私たちの 

地域防災活動への 

ご支援ご協力 

ありがとうございました 

今後ともよろしく 

お願いします 

 

特定非営利活動法人 

ひ ょ う ご 地 域 防 災 サ ポ ー ト 隊  

（平成１８年１月５日設立） 

 

私たちは、NPO 法人「ひょうご地域防

災サポート隊」を設立し、地域の人々に

対して、安全安心のまちづくりの推進の

ため、その地域に合った防災・減災対策

等についての様々なサポート活動を行

います。 

 

令和３年３月 

 

理事長  井上 俊 

副理事長 窪田  彰 

理 事  釜谷 正博 

同    榊原 敏夫    
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同    髙﨑 伸彦 

同    高谷 和彦 

同    髙橋 伸明 

同    常友 永市 

同    寺田 良幸 

同    西垣 嘉夫 

同    村上 和幸 

同    元井 賢一 
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